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Radioactive Waste Management and Nuclear Facility De com mis sion ing 
Technology Center （RANDEC） has contributed to the establishment of 
decommissioning technology, and pro mot ed the investigation on radwaste 
treatment and disposal business in clud ing selection of disposal places for 
radwaste from RI fa cil i ties, institutes etc.

The capability and service of RANDEC are ;

to implement decommissioning research, development 
and investigation.

to provide technical information on de com mis sion ing.

to train for decommissioning.

to investigate radwaste treatment and disposal busi ness 
in clud ing site selection of disposal place for radwaste 
from RI facilities, institutes etc.

to inform and enlighten the public about de com mis sion-
 ing and radwaste treatment and disposal busi ness.

������は�原子力施設のデコミッショニング
�廃止措置�技術の確立をめざした活動及び���研究
所等廃棄物の処分地の立地等処理処分事業に関する
調査等を行っています�

事業の内容

デコミッショニングに関する試験研究�調査を行います�

デコミッショニングに関する技術�情報を提供します�

デコミッショニングに関する人材を養成します�

���研究所等廃棄物の処分地の立地等処理処分事業に
関する調査等を行います�

デコミッショニング及び ���研究所等廃棄物の処分地の
立地等処理処分事業に関する普及啓発活動をします�
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線源の管理と被ばく経路の管理

　福島第一原子力発電所での事故は、地域の土地や建物、動植物、水等の、人々の生活環境を構成する物
質を広く汚染する結果を招いてしまった。この環境の修復にあたっては、汚染物のリサイクルや処分の認
可、食品等の出荷の制限、修復目標などに対して様々な「基準」あるいは「めやす」が登場してくる。こ
のめやすは、線量や放射性物質濃度で表わされるが、それが直接健康影響の指標となっているとは限らな
いことに注意が必要である。
　人々の被ばくを低減するには、「被ばくのもととなる線源」を管理する方法（隔離・閉じ込め）と、線源
から「人々が被ばくする経路」を管理する方法（遮蔽・距離・時間）があり、この方法の違いがめやすの
値と意味を決めることになる。
　計画被ばく状況の線量拘束値は、何らかの行為を計画するときに、その行為に伴って「管理された施設」
から生活環境に流出する放射性物質の量をこれ以下の値で可能な限り抑制しようとするもので、被ばくの
もととなる線源を管理しようとしている。廃棄物処分やリサイクルの「めやす」は、処分施設から漏れ出
た線源が生活環境に入り、その環境にあるあらゆる物質を遍く汚染した時に、そこで生活する平均的な人
が不可避的に被ばくするであろう仮想的線量（計算値）を用いて決められる。これは、その程度以下なら、
もともと汚染していない生活環境に入って流通してもよい、コントロールできなくなってもよいという許
可値であるから、できる限り低く無視できるほど低い値が設定される。たとえば、第二種廃棄物埋設の事
業については最も起こりそうなシナリオに対して１０�μ���／年というめやすが示されている。このような
状況における線源の管理におけるめやすは、環境を不可避的に汚染してしまわないという目的のもとに必
然的に厳しい値となっているのである。
　一方、事故により汚染されてしまった地域に制限付きで人の居住を認める場合（現存被ばく状況）にお
いては、その地域の生活環境の中に分散して存在する線源からの人の被ばくを、線源を可能な限り取り除
くことと、被ばく経路を管理する（人の生活行動を管理する）ことにより、被ばくを下げようとする。そ
の際に、線量をどの程度にまで下げようとするかのめやすを計画残存線量（参考レベル）として定める。こ
のときには、できる限りきめ細かく個人の被ばくを管理するために、周知や教育の徹底を行い、人々の自
助努力に期待する。これは実際に人々が被ばくするであろう線量なので、健康影響に結びつく値として設
定される。ただし、この場合にも、このような地域から物品や食品をリサイクル、処分、放出、出荷する
場合にどのような「めやす」に従うべきかが問題となる。これは、そこに居住している人々が汚染の状況
をもたらしたわけではないが、汚染された地域と汚染のない地域の間の物質のやり取りであるので、やは
り計画被ばく状況の厳しいめやすに従う必要がある。このルールを守らなければ汚染のなかった地域も汚
染され、さらに外の世界から汚染地域と同様に見なされることになるという不都合が生じるからである。
　環境の修復においては、住民との間で、こうしためやすの意味と目的を丁寧に説明し、周知や教育を徹
底して、住民の理解と協力を仰ぐことがなによりも重要になるだろう。

所長　杤山　　修
原子力安全研究協会処分システム安全研究所



○今回の大災害をどのように受け止めたか
松田：起こってはならないことが起こったという
感じですが、必ず回復できるという思いがありま
す。それはエネルギー政策に関ってきた者として
必ず日本を復活させる、させていこうという気持
ちです。
　私の専門分野は廃棄物ですので廃棄物のマネジ
メントを日本から国際社会に発信していけるよう
に、現場の方と一緒になってやりたい。

武田：「起こってはならないことが起こった」とい
うのはすごく実感があると思ってお聞きしまし
た。私は１８歳で防衛大学に入り、自衛隊退職後も
自衛隊関係の仕事をやってきましたから、戦後の
自衛隊がどれだけ差別を受けて皆が悔しい思いを
して仕事をしてきたか良く分かります。原子力発
電は自衛隊と同じように第二次大戦前の負の遺産
を引きずって、本当に重要な国の政策でありなが
らこれまで針のむしろのような共通したシンパ

デコミッショニング技報　第４４号（２０１１年９月）
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　さる６月１５日（水）に、「東日本大震災・福島第一原子力発電所事故からの復興への展望」をテーマにし
て、元自衛隊陸将補であり防災専門家の武田能行（たけだ　よしゆき）氏、前原子力委員であり生活環境
評論家の松田美夜子（まつだ　みやこ）氏をお招きして、当財団理事長菊池三郎の３氏による座談会を開
催いたしました。（場所：原子力機構青山分室、司会：当財団武田企画部長）
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座談会の開催
「東日本大震災・福島第一原子力発電所事故からの復興への展望」

元自衛隊陸将補　武田　能行氏、前原子力委員　松田　美夜子氏
RANDEC　菊池　三郎理事長　　　　　　　　　　　　　　　　

ROUND-TABLE TALKING
Prospect toward the Restoration from the Great East Japan Earthquake and

Fukushima-Daiich Nuclear Power Plants Accident

�����������������������������������������������

Yoshiyuki TAKEDA
＊1, Miyako MATSUDA

＊2 and Saburo KIKUCHI
＊3



シーを感じて来ました。
　私はこれまで東海村やいろんな原発の見学に行
きましたが、ここまで気を使って言葉を選んで対
応されているかというのを見た時に自衛隊と同じ
だなと思いました。しかし、それは事故が起きる
前までの私の感想でして、事故が起きてからは別
に色々なことがわかってきました。最も重要なこ
とは、一旦、人のコントロールの手から離れた原
子力というものは、制御が難しく、何人も手のつ
けようのない化け物だということです。津波の被
害は一過性ですが、原子力事故の後始末には数十
年という膨大な時間と費用と被災者の犠牲的忍耐
が必要だということです。
菊池：私のように物心がついた時から原子力をエ
ネルギーとして使おうと思ってきた人間として
は、自然災害と原発事故は別の問題として考えな
ければいけない問題と思っています。短期、中
期、長期の３つに分けて対応を考えるべきで、短
期では当座我々が経済活動をしていく上でエネル
ギーをどうするべきか。中期では事故を起こした
福島の原発をどうするべきか、長期的には人類が
核のエネルギーを使う前提でバックアップシステ
ムや人為的な問題をどう防ぐかを含め制度的なと
ころも考え直さえなければならない。

○災害復旧活動について神戸大震災との違い
武田：神戸大震災の時は私は自衛官として３カ月
くらい神戸にいましたが、６４４３人の死者に対して
最終的な行方不明者は３人でした。また、阪神の
場合は東西２０数��、南北３～４��の断層地帯に

乗っている神戸や西宮、芦屋といったエリアに被
害は集中していましたが、今回は南北５００��の東
日本全体が被災し、地震に加えて津波と原子力事
故が加わりました。津波はすごい破壊力で（６月
時点）約２万５千人という死者・行方不明者が出
る大惨事となりました。とりわけ行方不明者の約
８千人を如何に捜し出すかというのが今回の被害
の阪神にない特徴です。本来行方不明者の捜索は
警察の仕事ですが、まだ（６月時点）約７万人以
上の自衛官が残って捜索しているのは行方不明者
捜索の目処を付けないとその次の復興の策が打て
ないからです。法的には行方不明者は生存してい
るという前提で扱うので、勝手に家を排除したり
土地を収用して別の目的に使用したりという事は
現在の法律では出来ないのです。また、原子力災
害は、「阪神」とは全く異次元の災害です。

○福島原発事故を踏まえた問題点について
松田：原子力委員の時に、軽水炉は技術開発は既
に終わっていると言われたんですが、私は事故を
起こさないためには安定した技術でも更なる安心
できる技術を進めていくための予算を付けなけれ
ばと言ったんです。本当に使わなくてはいけない
技術的な予算が段々少なくなっているという傾向
に矛盾を感じていました。また、省庁再編で効率
効率と言い過ぎた中で原子力という日本の大切な
科学技術開発の予算がどんどんつかなくなってき
ています。
菊池：日本が原子力委員会を作って原子力の平和
利用がスタートした時は核燃料サイクルは国有
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で、その後法律を変えて民間にもできるようにな
り、それが今の青森県六ケ所村のサイクル施設に
なるわけです。科学技術庁は一種の原子力庁でし
たから。韓国やフランスでは、原子力の省庁は一
本です。日本もエネルギー省なり原子力庁でやら
ないと。今回も東電を批判するのではなくて、も
う原点に戻り仕組みを作り直さないと。成功して
いる国もあるわけですから。
武田：マスコミの報道を聞いていると東電の経営
陣も監督官庁も政府の専門家といわれる方々も現
場経験がないために、本当に原子力の恐ろしさを
熟知してきたとはとても思えません。徹底的に
（事故の原因を）調査して今回の事故の教訓を洗い
出し、それをどのように関係者の意識、制度、組
織の改革に生かすのかが今後の最大のポイントで
す。全ての情報と改善事項を公にし、ここまでや
りました、だから原発を再開させて下さい、今後
は全て政府が責任をとりますと言わないと国民は
納得しないと思います。
松田：������の公開を早くするように何度も
メールを送ったのですが。きちんとしたデータが
早く出ていれば２０キロ圏外の飯館村に一番放射能
が降ったというのがわかっていたはずでわざわざ
飯館村に逃げないようにする方策もあったと思う
んですよ。

○危機管理について
武田：私は自衛官を退職するまで「戦闘状況下で
如何に任務を達成するか」だけを目標として生き
てきました。要するに危機管理の訓練を受けてき
たんです。危機管理で最も難しいのは、自分が今
立っている状況で最悪の場合でも最小限何を為す
べきか、即ち危機管理の達成目標を決めることで
す。
　今回の福島原発の事故では、最初の２４時間で１
号機を水素爆発させ膨大な量の放射能を全国にま
き散らしたことは明確に危機管理の失敗です。し
かし、この水素爆発の経験を生かせず更に２日の
間に３号機、２号機・４号機と全ての原発の水素
爆発を許したことは、更に大量の放射能汚染を引
き起こし、その後の事故処理を著しく困難にし、
長期化させてしまったという意味で致命的な失敗
でした。

　目下非難は、この間の（当時の）菅総理大臣の
言動に集中していますが、むしろ原発現場の状況
判断と東電首脳の意思決定の経緯、政府を補佐す
る立場の原子力安全委員会や原子力安全・保安院
の総理・所轄大臣への補佐の実態、諸外国特にア
メリカ、フランスの助言内容と政府・東電の反応
等殆ど明らかになっていません。こうした事実関
係の中に貴重な教訓が眠っており、各人の保身の
ためにうやむやで終わってしまうのは余りにも情
けない話です。
菊池：ごもっともな指摘だと思います。平時なら
ば東電がマニュアルに沿って法律の何条をみて保
安院の許可を得てから、こういう作業をするとい
う手順を踏んでいくんですが、あの事故時は平時
ではなく緊急事態ですから任されれば現場の所長
が（迅速な判断が）できたと思うんです。総理が
危機を宣言して、現場に作戦を任すというやり方
の方が早いんじゃないかと。現場の人間は２，３
号機も爆発が起きるんじゃないかという恐怖感が
あったのではないかと思いました。

○環境回復について
松田：どんなにコストをかけてもいいから１ミリ
シーベルトを目標に（環境を）綺麗にしないと原
子力の再開はあり得ないのではないでしょうか。
私たちは電気のお陰でここまで豊かになり便利に
暮らしています。負担は国民共同でとるべきで
す。それは現地の人に対する誠意だと思うんで
す。
武田：今の様な政策過程を踏んでいる限りは殆ど
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何もできないんじゃないかなんて気がします。松
田先生も仰られたように、一つ一つの重要なテー
マを解決していくために権限を持っている人が専
門家のいろんな意見を聞いて自分なりの指令を出
すじゃないですか。問題は指令の出しっぱなしで
なく、それを実行させるため法律、規則、政令等
にブレイクダウンして実行できる根拠を創り予算
を組んで、これにもとづき官僚組織がフル回転で
働くという行政的な手順を踏まないと何も進みま
せん。自衛隊もそういう意味では国家の危機管理
を受け持つ行政組織の一つです。
菊池：福島の復興について我々はどのように放射
能を取り除けばよいか、取った後はどう管理する
か等提案をしています。福島県エリアを綺麗にし
ようということですから、福島県主導でやってほ
しいと私は思います。

○エネルギーの安全保障と国民生活の問題
松田：武田さんみたいな専門家の方と別の視点な
のでお許し頂きたいんですけど、戦後６０年の中で
私達が起こしたエネルギー問題の現実を目のあた
りにしたという思いがあります。国民もそのこと
に気づいてほしい。だから誰も批判してはいけな
いし、かといって私たちも努力もしなければいけ
ない。もっと正確に原子力エネルギーについて国
民は勉強していくということが大切です。そして
政治家を見張るということ。誰にもおもねずに、
エネルギー政策についてもっとどんどん言える国
民を増やしていく。政治家としてやらなきゃいけ
ないことはたくさんありますよ。原子力業界の方
にも言わなきゃいけないことが沢山あります。
武田：東日本大震災は、第二次大戦後最大の被害
が出た有事ですよね。戦後６６年間、基本的に我が
国は平和で安全で豊かで便利で戦争の不安のない
日常が続いてきました。自分の親も子供も孫もそ
ういう環境を享受して生きて来ました。そうした
危機感の希薄な人達に危機管理とか常に最悪の事
態を想定して生活しろと言っても、動物的本能が
萎えてしまっているわけですから無理な話だと思
います。
　私だって阪神大震災の出動体験はありましたけ
ど自衛官として実戦で命のやり取りをした経験は
ありません。戦後はそういう時代だったんです。

平和は永遠に続く、国家的有事はない、を前提と
した社会であり、政治であり、経済、原子力政策
でした。しかし今回の大震災を経験し、これまで
は好条件が、たまたま６６年続いただけだと頭を切
り替えるべきだと思います。
　外国からの侵略なんてありえないと言っていま
したが、近隣諸国との国力の逆転や接近により尖
閣、竹島、北方領土と諸外国の脅威を身近に感じ
るようになってきました。
　国家にとって次の最悪の事態はなんだというこ
とを考えるべき時です。私はアメリカとの同盟関
係が維持されている限り現実的な最悪の事態は、
首都直下型地震と東海地震だと思います。とりわ
け東海地震については、菅総理が今回浜岡原発を
止めましたが人気取りとかではなくて、理由を
もっと正直堂々と理由を国民に訴えるべきです。
現在福島原発の半径３０キロ圏内に人も車も入れま
せんが、浜岡原発が同じ状況になったらどうです
か。３０キロの円を描いてみてください。新幹線も
東名も東海道線も１号線も皆入ってしまいます。
即ち浜岡原発が同様の事故を起こした場合、関西
圏と関東圏が分断され物流が止まるということで
す。日本が社会的・経済的な一体感をなくして崩
壊することだと思います。国家の最高責任者とし
ては、今国家の危機管理として最も大事なことは
何かということを信念をもって国民に訴えるべき
です。
松田：今回の事故の場合、国民を過剰に混乱させ
てはいけないという政治的な配慮があったのかも
しれません。おそらく、そうだったのだろうと思
います。しかし、それがかえって国民の信頼を失
くしてしまいました。
菊池：一番インパクトがあるところをやられたら
困るからっていえば皆納得する話だったんじゃな
いかなと思うんです。エネルギーセキュリティも
そうだし、エネルギーがなければ日本は沈没しま
すから。まず天変地異も想定しなければいけない
けど、エネルギー危機というものも考えておかな
ければならない。経済活動にも我々の健康にも響
く話です。どういったエネルギーをどう確保して
いくかっていうことを冷静に考えなきゃならな
い。もちろん太陽も風力もいいでしょうし、全体
として何で支えて行くかっていうことを考えなけ
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ればなりません。いくら節電しようと、やはり天
然ガスと原子力で基盤を支えなきゃならないこと
は変わらないと思います。太陽メガソーラーを作
るにしても１０年はかかります。間に合う話ではあ
りません。現実的に何で確保するかというと、原
子力の安全性を高めていって、皆さんに納得して
頂くということを我々は提示して行かなければい
けない責任がある。そういうことに「原子力村」
は頑張っていかないといけないと思います。その
ためには制度の改革とか技術的な改革の提示と
か、合わせて示して行かなければならないのでは
と決意はしています。それを素直に政策として受
け入れて出せるような業界であって欲しいし、政
治であって欲しいと思います。あと個人的に日本
を見た時に、東から西まで回ってみたんですけ
ど、大阪より西の方は関心が薄く違う国のようで
す。そういう中で危機管理をしていく難しさがあ
る。日本全体としてどうまとめていくかというこ
とが極めて重要です。復興にしても、西の方に負
担していただかなければならないところもありま
すよね。そういう一体感をどうやって高めていく
かということが、国のセキュリティとして大事だ
なと思います。個人それぞれが意識を高めていけ
るような政治を作ることが大事であり、若い人の
教育の在り方を考えていかなければなりません。
それがすべてのベースになるんじゃないかなと思
います。

○最後に一言
松田：私は国民レベルでやることと、政治レベル
で考えること２つがセットにならないといけない
と思っています。私は国民レベルの視点でお話を
しましたが、武田さんのお話がすごく面白く思い
ます。やはりエネルギー省を早急に考えて行く、
そのなかに危機管理を取り込んでいくので防衛省
もエネルギー政策の一役をになっていただくこと
が大切だと思います。エネルギー政策は国防と深
くかかわっていますから。
　私達は自衛隊のおかげで保障されているという
ことを国民がもっと認識すべきです。私は専門が
廃棄物と環境政策でヨーロッパのエネルギー政策
の取材を２０年継続して行なっています。スウェー
デン、フィンランド、フランスも他国が攻めてき
たらどうするっていう危機管理の中でエネルギー
政策をしています。スウェーデンやフィンランド
は人口８００万位の国ですが、各建物の地下に防災
倉庫があって一月が暮らしていけるみたいな国防
意識です。びっくりします。どこの国も自国を守
るために教育も必死です。そのような国を守ると
いう危機管理の話って日本で誰も言わないじゃな
いですか。武田さんにもっとマスコミに出て頂い
て、どんどん話して頂ければ国防とエネルギー政
策の理解は進みますね。エネルギーと国防はセッ
トですよ。アメリカもそうですよね。
武田：日本が非常に特異と言われるのは敗戦によ
る戦争否定・原爆否定というアレルギーが強くて、
冷静な目で国家間の力関係の現実とか国際情勢の
国内への波及といった常識的なことが理解できな
い。理解する土壌を政治も教育も怠って来たし、
マスコミも怠って来た。国家の権力は批判の対象
ということで甘えてきたわけです。それが今回の
大震災で大きく変わりつつあります。それは自衛
隊の大活躍によって、色眼鏡なしに自衛隊が本来
必要な組織だと言うことが事実によって証明され
たこと。国の背骨だという意識が国民の中に出て
来たのではないかと思います。
　私は、もう一歩進んでこの機会に憲法の権利と
義務の規定をもう一度見直し日本人の間に正しい
国家観を呼び戻すべきだと思っています。即ち個
人は等しく国家や社会という公の存在があって生
存が可能となります。従って個人の権利を擁護し
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てくれる公の力に感謝し奉仕する義務があること
を自覚すべきです。大きな国際社会の中で生きて
行く国家という視点を子供に教育し、そういう国
際的な視野を持った大人を今後２０年３０年と費やし
て育ててゆくのが非常に大事だと思います。
菊池：今日は主催者という立場です。原子力と防
衛と市民生活という観点からの切り口でお話をし
て頂きました。ＲＡＮＤＥＣは大学・民間等研究
施設から発生する低レベルの放射性廃棄物を安全
に処理・処分していこうという団体です。ＲＡＮ
ＤＥＣとしても、これまでの知見を生かして福島
原発事故により環境に放出された放射性物質の除
染後に発生する放射性廃棄物を、いかに安全かつ
適切に処理・処分していくことが大事であるか提
言をして取り組んでいきたいと考えています。引
き続きご支援をいただければありがたいと思いま
す。
　本日はどうもありがとうございました。

（本座談会概要の構成及び内容は当財団の責任編
集としております）

［武田能行氏］
１９４７年生まれ。１９６９年防衛大卒（第１３期）。陸上自
衛隊福知山第７普通科連隊長（神戸大震災対応）、
第５師団副師団長、警務隊長、小平学校長等を歴
任。陸将補（旧少将）で退官。

［松田美夜子氏］
１９４１年生まれ。１９６３年奈良女子大学卒。生活環境
評論家（ごみとリサイクル）。富士常葉大学環境防
災学部教授を経て原子力委員。現在ＮＰＯ「持続
可能な社会をつくる元気ネット」顧問、経済産業
省認定消費生活アドバイザー。
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　非常に大きなシビアーアクシデントが起こった場合の事故後状態管理は、チェルノブイリ事故後に世界
が始めて経験したように広範囲な対応が必要となる複合的な挑戦（難問）である。１９９６年、専門家はチェ
ルノブイリ原子力発電所４号炉を環境的に安全な状態に向けて改造する“推奨される行動方針”を作成し
た。この行動方針は、“石棺実施計画”となって現在もサイトにおいて事故後状態を管理する重要な国際共
同作業として進められている。
　本論文では石棺実施計画を成功裏に導いた主要な要因と決定プロセスをまとめ報告する。
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チェルノブイリ事故後管理：
チェルノブイリ原子力発電所4号炉の環境的安全状態への改造

 Post-accidental Manegement:　　　　　　　　　　　
Conversion into Environmentally Safe Conditions

Dr. Norbert Molitor＊ and Ce ́ cile Javelle＊

ノルベルト モリト－＊、セシル ジャベーユ＊



１．はじめに

　重大な事故は１９８６年４月２６日チェルノブイリ原
子力発電所サイト（以降、�����）の４号炉の原
子炉（����型）が爆発し発生した。原子炉建物
は完全に破壊され核分裂性物質と放射性物質はサ
イト上方に放散され環境に放出された。
　旧ソ連当局は即座に事態に対応した。特に、地
域住民の避難、チェルノブイリ立入禁止区域の設
定（���������	
��
����������
���
�）、連鎖反応
及び火災の鎮静化、原子炉残存物の冷却、及び
シェルター建物の建設、即ち燃料や核分裂性物質
の大部分含む原子炉の残存物の暫定封込を行うた
めの所謂、“��������	
�：石棺”の建設等に尽力
した。
　これらの安全面で即座に対応し異常な結末の緩
和と軽減を図る措置は、その後引き続いて環境回
復プロジェクトとなった。しかし、多くの対策が
実施可能であったが、４号炉サイトの状況には変
化がなく、かつ不満足な状態であった。その原因
は、部分的には技術的課題があるが、利用できる
人材・資源の制限、適切な措置についての相反す
る議論があって、石棺をコンクリ―トで強化する
こと及び�又は全物量を一枚岩の構造体の中に入
れるという初期の計画は構造的及び安全上の憂慮
から、これまで実施されなかった。
　１９９１年にウクライナ共和国が独立し、同国は
１９９５年に��及び�７各国と、主に、損壊した原子
炉サイトを安全状態に再構築するための合同事故
後管理に着手することを謳った���（覚え書）を
交わした。１９９６年には国際専門家チームは技術検
討“チェルノブイリ４号炉：短期及び長期対策”
を行い、�����４号炉サイトを環境上安全状態
に改造するための目的性、境界条件及び技術的選
択肢の分析をし“推奨される行動方針”を作成し
た。この検討がウクライナと�７各国の１９９７年に
決定され、実施されることになる“シェルター実
行計画”（���������	
�����
	����
�
�����	��）の
共通の基本路線となった。���は効果的に実施さ
れ、実施期間中にいくつかの安全目標を成功裏に達
成した。最近では、新格納施設（�����������	
��
����������	（通称、アーチ型ドーム）の建設段階
に入り、その完了予定は２０１５年とされている。

２．１９９６年におけるチェルノブイリ原子力発電
所４号炉（ChNPP４号炉）の状況

　
　極めて困難な条件下で建設された“石棺”は暫
定的格納機能を用意するために即座の事故対応措
置の一部であって、必ずしも長期的に満足できる
措置ではない。１９９６年に行われた主な挑戦を以下
に示す。
（１）�����４号炉のシェルター“石棺”の状態
　１）建物は極端に高い放射線の下で建設：
　成形コンクリートによって部分的にのみ強
化できた極端にプレストレスされた建物廃墟
の上に鋼製のプレハブ構成体を置いた。（セ
メントを注いだ空調の柱のようなもので支持
構造としての信頼性は確認できていない。ほ
とんどの鋼製構成体は積んだままで接続され
ておらず、溶接やボルト固定されていないので、
全体として建物の強靭性や安定性は弱い。

２）深い基礎によるサポートなく建設されたの
で地盤沈下によって石棺の躯体が傾くように
なった。この傾きが躯体の弱体化の明確な気
配となっている。

　３）腐食及び風化によって構造体は劣化し、長
期的な解決策となっていない。

　４）石棺には気密性は無い。ダスト抑制システ
ムは働いているが、開口部から環境への放射
性ダストの放出及び水の取込は軽減されてい
ない。

　５）４号炉と３号炉の供用排気筒は大きく損壊
し不安定である。排気筒が潰れ石棺に倒れる
と石棺に重大な損壊、場合によっては石棺自
体が倒壊する恐れがある。

（２）�����４号炉の放射能及び核燃料インベン
トリー

　１）放射能インベントリーはγ放出核種が大部
分であるが２千万キューリ（７×１０５���）で
ある。

　２）このインベントリーは受入れ不可能な状態
の核分裂性物質が含まれている。（燃料要素、
溶岩状の物質、コンクリートと核分裂性物質
と定義できない混合物、散らばった核分裂性
物質のような種々の燃料含有物質（������
�������	
��	�	
���
�����）、元来の燃料の主

Journal of the RANDEC � ４４（Sept. ２０１１）

― ９ ―



要な部分の場所も不明であり、燃料と���
の状態をコントロールできない。

　３）既存の作動しているモニタリング及び制御
機器では中性子フラックスの揺らぎが確認さ
れ、局部的な臨界の可能性を否定できない。

　４）構内の下部では、即座の対応の際の水が溜
まっており、雨水は屋根の開口部を通して浸
透し、湿式ダスト抑制システムは水スプレー
方式であり、これらの水が放射性物質及び核
分裂性物質と直接接触し反応する多量の水の
存在要因となっている。

（３）労働安全及び作業条件
　１）原子炉建物構内への種々の進入通路と回廊
及び建物部材は放射線的に、また物理的に不
安定かつ不十分、場合によっては存在してい
ないものがある。石棺内部での安全作業は実
際には行うことができなかった。

　２）石棺のすぐ隣では汚染が酷く外での作業も
安全上の問題があった。

　３）�����における如何なる活動においても
���（立入り禁止区域）は例外的な境界条件
を表している。

（４）隣接原子力施設との干渉性
　１）１０００��の����型の３号炉がすぐ隣で運
転されており、４号炉での作業と事故に対す
る追加的安全対策を行った。

　２）サイトでは、その他の原子力施設が運転ま
たは計画された（例えば、新中間使用済燃料
貯蔵施設、廃棄物処理施設）。

＜Diagram 1＞

３．４号炉サイトの改造への優勢順位と決定

　国際専門家チームは、４号炉を環境安全状態に
改造するために、その目的の具体化に対する欠落
した部分の分析を行うことを決定した。
　専門家の間では、全体的な目的が人々と環境を
防護すること、ここで人々の防護とは、公衆と作
業員の防護であり、環境の防護とは、全ての放射
性物質と核物質の安全保管を意味する、であると
の全体的な共通理解があった。
　目的達成の方法について相反する多くの議論が
交わされたが、議論を重ねることによって４号炉

は核物質の安全な最終貯蔵施設には改造できない
ことが専門家の共通の理解としてまとめられた。
燃料等のインベントリー撤去が最終的に解決でき
る挑戦（努力目標）である、との結論が得られ、
この目的は段階的な安全上のアプローチによりス
テップワイズに達成されうるものと考えた。主な
決定は、放射性物質と核物質インベントリー処分
の時期についてである。
＜Diagram 2＞
　次のステップでは、具体的な対応は、人々と環
境の防護の全体的安全目標を達成すべく特定の安
全上の課題に体系的に取組むことであると専門家
は結論した。特定の安全課題とは；
（１）線源に関わるリスク
　①原子力安全：燃料�燃料含有物質（���）（核
分裂性物質）

　②放射線学的安全：放射性物質
　③その他の危険物質：可燃物、爆発物、毒物
（２）運転上のリスク
　①危険作業、労働安全
　②ダスト、放射線
　③進入路、労働安全
（３）事故発生のリスク
　①４号炉の崩壊
　②火災
　③緊急時最ステムと準備

　安全の課題と可能なカテゴリー（定義、組織及
び実施レベル）を分類することにより、取組みが
可能となる。これらの安全目標と関連する活動分
類は早期実施の緊急性、成立性及び可能性によっ
て分析される。これらは「緊急性」、「必要性」及
び「要望される」種々の対策リストに載せられた。
　優先順位を付けて目標と対策が決まれば、リス
ク軽減に関連する安全に基づく決定線図（��������	
����）が準備できる。
＜Diaram 3＞、＜Diagram 4＞
　優先順位の上位３つの決定は以下の通りである。
　緊急対応でもって短期間に取組むことのできる
短期的リスクには資金化する。これは第一優先で
資金化される（決定���１）。次のステップは、イン
ベントリーが残存するならば共通の国際的な基準
に従って決定されなければならない（��������	
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Diagram 2　Graded approach to convert Unit 4 site into environmentally safe conditions

Diagram 1　Selected pictures to illustrate situation of ChNPP Unit 4 in 1996
1：Existing Shelter (Sarcophagus), 2：Inside Sarcophagus, 3：destroyed reactor vessel, 
4：Lava like fuel “elephant foot”, 5：water in the premises, 6：destroyed node of ventilation stack

５ ６

３ ４

１ ２
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Diagram 3　Safety issues to be addressed and action categorie

Diagram 4　List of measures and their priority



���２）。４号炉の場合、サイトは国際基準に沿っ
て処分場には改造できない、という共通な理解が
ある。
　第３の決定は、インベントリーの除去の時期と
処分場への移送であった。（決定���３）
　決定線図を以下に示す。
＜Diagram 5＞

４．シナリオ分析及び推奨された行動方針

　次の段階では、多くの専門家及び専門家機関が
提案した全シナリオを成立性、実施上のリスク、
費用及び工程の点で詳細に分析した。一つの特殊
なシナリオは“��������	
��
�”と呼ばれたもので
あるが、損壊した４号炉、既存の石棺を安全に格
納・内蔵できるサポート施設を持つ新規の長寿命
のアーチ型２重壁コンクリートシェルターを建立
する包括的な提案であった。これが建設後数百年
間は安全とされている。
　他のシナリオでは、既存のシェルター（石棺）
を構造的に安定化させる、損壊した原子炉を継ぎ
目のない一枚岩のコンクリート構造体の中に格納
する、あるいは、軽量な格納構造体の建設である。
以下の図は主な提案された選択の概要である：
個々の提案シナリオ及び引続くそのシナリオの採
否の比較分析の後、３つのフェーズに分岐する
“推奨される行動方針”が作られた：
＜Diagram 6＞
第１フェーズ　　安定化及び他の短期的対策
�������：構造安定化によって崩落事故の確率を
減少させる。この仕事は崩落のリスクが軽減する
ことを目的に、格納施設内の不安定な部分を除去
することによってそのリスクが消滅するまで行う。こ
の仕事は、第２フェーズの�������及び�������と
一緒に行われる。

�������：崩落事故発生を軽減する。この仕事の
目的はリスクが消滅するまで崩落事故の発生を軽
減させる。実施時期（実施と工程）は�������及
び�������と整合を図る。

�������：臨界管理及び含有水管理により核的安
全性を高める。この仕事は、モニタリングと管理

システムを統合し臨界及び含有水管理の改善を行
うものである。

�������：作業者、労働及び環境安全を高める。
この仕事は、適切なモニタリングの定義付けと実
施及び安全機器を含む。　

第２フェーズ　　環境的に安全なサイトへの改造
準備
�������：最重要な短期的対策は既存のシェル
ター及びその内部で取組まれ、また非常に高い集
積線量が見込まれるので、遮へいとダストの固定
を設備することは当然である。これらは作業者の
活動中の被ばくを減じられる何処でも設置する。
この作業の実施よって、既存シェルターにおける
作業の安全性が顕著に向上する。この作業は第１
フェーズ短期的対策の実施と平行して行う。

�������：費用効果で最適化された新格納施設の
設計と建設は現在審査しているいくつかのものと
類似している。この作業の範囲に含まれる屋根の
部分的な解体及び不安定な部分の解体期間中の放
射性物質の放出を防止または軽減する。この作業
の完遂により、少なくとも、第３フェーズの実施
の数十年間は必要となる新格納施設の寿命中には
崩落のリスクは必然的になくなるであろう。

�������：崩落のリスクがなくなれば、残るリス
クはインベントリーの安全管理に関わるものであ
る。この作業では、適切な除去技術と時期が焦点
となる。インベントリーの大部分は次のフェーズ
での遅延撤去の前に長寿命な安全構造体によって
長期間��－����で管理できる。しかし、以前の原子
炉建物内の既知の到達可能な���の部分の現状
はもっと安定な状態しなければならない状況であ
る。即ち、できるだけ���を選択的に取り出し
て処理しサイトに一時保管することが必要であ
る。���除去の範囲は実施フェーズで出くわす
技術的及び資金的制約で決められる。この取り出
しは、成立してもオプション的なもので、これを
実施するとしても、その受入れと次のフェーズの要件
を緩めることに対しては大きな議論がある。従って、
成立性と次フェーズの利点を含む除去戦略の調査が
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Diagram 5　Risk based decision tree

Diagram 6　Main Scenarios



���の早期の部分的除去の前に行われる。

第３フェーズ　　環境的に安全なサイトへの改造
　このフェーズは、石棺の環境安全状態への推奨
される改造である。実施の要件は、先行する２つ
のフェーズの達成結果による。提案された第１
フェーズと第２フェーズの可能な次の対策と両立
（技術的かつ資金的）することを実証することが求
められる。

�������：既設のシェルターを土石、継ぎ目なし
岩石または両方の原則を考慮した安全構造体に改
造する。いずれの場合でも、仮に早期除去がされ
ないとしもアクセス可能な���にアクセスし管
理できること、ならびに、内蔵する全インベント
リーのモニタリングはしなければならない。

�������：安全構造体は撤去決定までの管理と維
持を行う。インベントリーは遅延撤去期間までの
数百年に亘り、その場に留め置かれる。

�������：インベントリーは必要に応じ撤去する。
その判断は技術及び資金の利用できるか、さらに
環境上撤去が必要であるか、同時に前フェーズと
作業の結果による。

　上記の３フェーズはサイトの環境を安全にさせ
る枠組みを決めるもので、ステップワイズな方法
かつ柔軟に決定を行い将来の活動の最適化を図る
ものである。推奨された行動方針は１９９６年４月か
ら１９９７年１２月の間に作成された。

５．シェルター実施計画（SIP:Shelter Imple-
mentation Plan）

　ウクライナ政府、�７各国及び��は１９９７年初
頭に“推奨された行動方針”の第一フェーズ（フェ
ズ１．２．１及び２．２）を実施することを決定し、決定
と平行して、次のステップである（フェーズ２．３及
び３）の準備を行うことを決定した。国際専門家
チームは１９９７年にフェーズ１．２．１及び２．２をカバー
する��������	
���
���
�������
�（���）の準備指
示を行った。
　国際専門家チームは���、作業手順、暫定的工

程及び予算に基づいて詳細部分及び作業プロセス
を決定した。���の作成に当たっては、先行す
るステップで決められた短期的及び長期的対策と
整合性のある主要な２２作業を決め、“推奨された
行動方針”の種々の安全目標に取組むようにした。
この作業手順の中に、１０件のキーとなる標題的決
定ポイントが決められ、���の詳細計画と実施の
最適化を図った。
＜Diagram 7＞、＜Diagram 8＞、＜Diagram 9＞
　���計画は、１９９７年２月から３月の間に準備さ
れ、�７各国の検討に付された。公式に１９９７年の
デンバーでの�７サミットにおいて、計画を進め
ることが決定され、同時に���実施のための基金
機構としてロンドンのヨーロッパ復興開発銀行
（�������	
��	�

��
����������	
�	�
��������
����：����）の管理下でチェルノブイリ　シェ
ルター　ファンド（�������	
����

�������：
���）が設立された。����は、���ファンドを
運営する規則と制度を創り、���資金保証会議が
１９９７年ニューヨークで開催された。

６．シェルター実施計画（SIP）の実行

　���は１９９８年に開始され、２００８年に重要な段階
に到達した。安全性に関しても、同年には安定化
作業が完了した。最後の主要な契約は新安全格納
施設（���）であり２００７年であった。シェルター
の部分解体とその���除去活動をサポートする
���は２０１５年に完成する予定である。
＜Diagram 10＞
　短・長期的対策プロジェクトの知見は、���の
準備と実施を決定するための基礎となった。
　２０１５年に���が完成すれば、�����４号炉サ
イトの事項後の管理に関して多くのことが実現さ
れる。���（新安全格納施設）は初期の石棺を安
全に取り壊しでき、燃料、���及び放射能インベ
ントリーの回収を可能とする。後者は、推奨され
た行動方針では、フェーズ２．３及びフェーズ３と
して表されるもので、現在の���ではカバーされ
ていないが、次の挑戦としてリスクの本格的な除
去において事故後管理を完成させる重要な仕事で
ある。���と同様に、以降の活動は�����サイ
トの他の安全改善活動、それには放射性廃棄物と
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Diagram 7　Main Task of Shelter Implementation Plan(SIP)
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Diagram 8　Shelter Implementation Plan Work Breakdown Structure（WBS）
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Diagram 9　Shelter Implemetation Pan Programmatic Milestones
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Diagram 10　Imlementation of the Shelter Implementation Plan（SIP）
1 Stabilized Shelter, 2 Clean up of construction site, 3 Foundations for sliding NSC, 
4 Completed NSC (model)
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３ ４

２

Diagram 11　Current Core Processes at ChNPP site



使用済燃料の安全管理、他の原子炉の運転停止と
廃止措置があるが、それらと平行して両立するよ
うに実施しなければならない。運転者はこれに関
して総合的なサイト挑戦に当たる手順を作成し
た。
＜Diagram 11＞
　チェルノブイリ原子力発電所の事例は、シビ
アーアクシデント後の事故後の状態管理は効率的
に実施できることを実証している、というのが著
者の見解である。国際協力と連携の下で、最近の
決定過程管理（��������	
������	�
�
������）及
び一貫した技術的アプローチが、挑戦に成功裏に
対処し持続的な解決を図るキーとなる要因とな
る。

（本論文の日本語版は、著者の英文原文を著者の
同意を得て当センター情報管理部において翻訳し
掲載するものである。著者の意図と矛盾する翻訳
がある場合の責任は当センターが負う）
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１．はじめに

　我が国初の商業用原子力発電所である日本原子
力発電㈱殿の東海発電所が、３２年に亘る営業運転
を終了し、２００１年１２月から廃止措置に着手してい
る。
　商業用原子炉施設の廃止措置には、計画段階か
ら解体工事、廃棄物の処理・処分に至るまで幅広
い分野の技術が必要である。また、解体に伴って

発生する放射性廃棄物を合理的に処理、処分する
ための指針や技術基準の整備が、処分場の設計工
程にあわせて整備されつつある。
　一方、解体中に発生する廃棄物のうち、放射性
物質濃度が極めて低く「放射性物質として扱う必
要のないもの」として他の放射性廃棄物と区分す
る制度（クリアランス制度）が法制化され、解体
物の再利用が可能となった。
　富士電機では、東海発電所の建設に参画して以
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　東海発電所の建設に参画した富士電機は、商用原子力発電所、特にガス冷却炉の廃止措置に係わるシス
テムエンジニアリング、遠隔解体技術、放射性廃棄物処理技術および残存放射能量評価技術などの技術開
発を日本原子力発電㈱殿や政府関係機関の傘下で取り組んできた。本報告は、これまでの技術開発の成果
の概要について紹介する。
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来、各種の原子力施設、核燃料サイクル施設、研
究開発施設における原子力機器の設計・製作、建
設・保守を通じて得られた経験を基に、日本原子
力発電㈱殿や旧原子力発電技術機構（�����）
殿、日本原子力研究開発機構殿等からの委託研究
や共同研究などを通じて原子炉施設の廃止措置に
係わる技術開発、設計・計画検討に取り組んできた。
　富士電機の廃止措置技術については、１９９７年に
本誌にて既に報告しているが１）、本稿はその後得
られた実績や成果を織り込んで報告するものである。
　廃止措置の計画段階においては、解体撤去対象
物の物量、性状、放射性物質濃度など様々な情報
源に基づき、安全かつ合理的な計画を策定する必
要がある。富士電機は、最適な計画策定の支援、
合理的なコスト・工程等の評価に資するシステム
エンジニアリングの強化を行った。その一環とし
て原子炉デコミッショニング管理のための計算
コード�������２）に係わる開発、適用性評価に
ついて日本原子力研究所殿と共同研究を進めてき
た。また、原子力研究バックエンド推進センター
殿の委託により解体廃棄物の処理・処分コスト等
を評価するシステムの開発にも協力した。
　廃止措置計画を具体化する段階では、対象とす
る原子炉施設の放射能量の分布を精度よく把握し
ておく必要がある。解体物の放射性物質濃度によ
り処分方法が異なり、各処分場で要求される廃棄
体の要件を満足するような解体手順、廃棄体管理
方法を予め考慮しておく必要があるからである。
富士電機は、東海発電所における原子炉内の中性
子束分布の解析から放射能量の計算、計算結果を
裏付けるための実測結果との比較分析評価などの
技術分野に関し豊富な経験を有している。
　原子炉など高線量領域の解体には遠隔操作で実
施することになるが、富士電機では、これまで、
�����の原子炉遠隔解体に係わる確証試験（以
後、「�����確証試験」と呼ぶ。）の経験をはじめ、
東海発電所の原子炉内の試料採集を行なうための
遠隔装置等の提供、核燃料サイクル施設における
遠隔搬送設備の納入実績等、豊富な経験とノウハ
ウを有している。
　一方、廃棄物処理処分については、�����確
証試験による解体廃棄物の特殊な処理技術、民間
基準整備に向けた対応、社内で開発した減圧酸素

プロセス処理による廃樹脂減容技術などの多様な
技術を保有している。

　本稿で紹介する富士電機の技術項目は以下のと
おりである。
・遠隔解体技術：解体装置の設計・確証試験、
切断減容技術、３Ｄ形状認識応用技術、炉内
試料採取装置

・廃棄物処理処分：黒鉛・金属ドロス充填確証
試験、圧縮等廃棄物量低減対策、廃樹脂減容
装置開発

・放射能評価技術：廃棄体核種濃度評価

２．遠隔解体技術

２．１　遠隔解体装置
　富士電機では原子炉を安全・確実かつ効率的に
解体する方法・手順を検討するとともに、遠隔解
体装置の設計・開発を実施している。３）４）商業用
原子力発電所の原子炉構造の一例（ＧＣＲ型）を
Fig.1に示す。原子炉は直径１８ｍの大型球形構造
で、内部には重量物である炉内鋼構造物、約３万
個の黒鉛ブロック、積層構造物（ボロンシールド
等）、複雑に組み合わせた構造物（チャージポット
等）など、様々な構造物で構成されている。
　これらを解体対象物として取り扱う原子炉遠隔
解体装置には、広範なエリアに到達できる機能及
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Fig.1  Example of the nuclear reactor structure



び対象物別に適合した把持機能を持つ把持機が要
求される。さらに、解体工事を効率的に進めるた
めできるだけ装置の種類を少なくし、対象物ごと
の据付替えに要する時間を削減することが要求さ
れる。
　原子炉遠隔解体装置の技術開発に当たっては、
把持機に機構的な融通性を持たせて位置決め能力
や運転制御の高度化を避ける方式とし、さらに単
純な動作で原子炉構造の全域に到達できるアーム
機構とからなる解体試験装置を実尺で製作し機能
確証を行った。さらに、不定形な切断線に適応し
た切断トーチ用マニピュレータの試作開発も並行
して行った。

（１）原子炉遠隔解体装置の設計
　原子炉遠隔解体装置の概要をFig.2に示す。原
子炉は全方位を生体遮へい壁に囲まれており、原
子炉遠隔解体装置がアクセスする上方向だけに穴
を開け、その開口部に回転プラグを設置して解体
期間中のバリアを形成する。原子炉遠隔解体装置
は回転プラグの上に搭載され、アーム、把持機、
切断機、昇降装置、ガイドレールから構成される。
　構成は、Fig.2に示したとおり極力シンプル化
を図り、自由度はアームが屈折３、アーム先端部
が旋回１、昇降が１、マストが旋回１の全６自由

度であり、これで全解体工程をカバーする。
　各部位の設計内容を以下に示す。
（�）アーム
　アームは構造の複雑化をさけるため、リンク数
はバリア内での動作に最低限必要な２リンクにと
どめ、駆動方式は一般産業界で実績豊富な油圧駆
動方式とした。
　アーム単体の動作は一平面内での屈折による前
進、後退のみのシンプルなものとし、横方向の動
作はガイドレールの旋回、上下方向動作は昇降装
置によるものとした。
（�）把持機
　把持機の代表例にはFig.3に示す鋼材用と黒鉛
ブロック用の２種類がある。
①鋼材把持機
　把持方式は２指外つかみ式とし、はさみ付ける
把持動作中は把持対象物の位置や方位にならって
指や手首部分が動き、把持動作が完了した時点で
これらをリジッドにする機構を取り入れた。これ
により、位置ずれに起因する把持動作時の反力が
アームに作用することはなく、作業の安全性が高
まる。
②黒鉛ブロック把持機
　黒鉛ブロックは、つかむための構造は無く、中
央部に燃料棒を挿入している中央孔があるのみな
ので、この孔を利用して摩擦力でつかみ上げる方
式を採用した。
　中央孔の寸法は、直径が約９０～１５０��の範囲で
多種類あるため、把持するための爪は全寸法範囲
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Fig.2  Driving principle of dismantring machine Fig.3  Handling and cutting tools



を無段階で開閉するストロークを持ちつつ、摩擦
による把持に必要な押し広げ力を発生させる機構
を考案した。
（�）切断機
　切断機は、プラズマアーク、パウダーガス、Ｙ
ＡＧレーザーなどの切断トーチを小型マニピュ
レータの先端に付け替えて動作させる方式である。
　把持機用アームとの干渉を避けるため、マニ
ピュレータは把持機用アームの先端（手首部分）
部分に取り付け、把持状態からそこを基準とした
動作方式にする設計とする。
（�）ガイドレール
　アームの昇降を案内するガイドレールは、断面
形状をコの字型とし、アームはその内側で支える
構造とした。アームを真下に垂らした状態にすれ
ば、ガイドレールの内側に入り込んで昇降ができ
るので、通常運転時にメンテナンスが必要になっ
たり、先端に取り付けた把持機の種類を替えたり
するときには、大きな段取り替えをすることなく
作業を実行できる。

（２）運転制御
　原子炉遠隔解体装置据付時のずれや解体工事進
ちょくに伴う計画位置からのずれを吸収するた
め、自動運転と手動運転とを効果的に組み合わせ
る運転方式を採用した。運転フローをFig.4に示す。
　障害物回避に神経を使う大きな移動の範囲で
は、構造物設計データに基づく自動運転とし、最
終位置決めの段階は手動運転とした。高精度な位

置決めを必要としないずれ吸収機能付き把持機の
特徴をいかし、オペレータによる比較的ラフな位
置決め操作で目的物を確実に把持する方式を採用
した。
　手動運転モードのときの位置決め操作は、アー
ム両脇のＩＴＶカメラと把持機に組み込んだ小型
カメラの映像を確認し、アーム先端の把持機をど
こに移動させるかだけを指示するだけで、オペ
レータが理解しやすい直線的動作をするよう複数
のアームの屈折角や昇降装置の動作量の最適な組
合せを自動的に選ぶようプログラミングした。

（３）原子炉遠隔解体装置の技術確証試験
　ＮＵＰＥＣ殿からの委託により実スケールの模
擬試験体を使用しての実規模モデルによる技術確
証を行った。
　実スケール部分模擬試験体と組み合わせた状態
の解体試験装置をFig.5に示す。実スケール部分
模擬試験体を囲む試験架台の上に支持架台を設置
し、試験用の原子炉遠隔解体装置を据え付けた。
　解体試験装置は工法�手順、把持機�切断機の連
携動作、動作範囲�自由度、周囲構造物との関係
などに関する確証項目を試験するのに必要な機能
を備えたものとした。
　試験では実機同様に試験体の全てを解体するた
め、アーム先端に各種把持機を解体対象物に応じ
て簡単に付け替えられるよう着脱機構を備えた。
　運転操作盤は、実機で計画している自動運転機
能とＩＴＶカメラ映像確認によるジョイスティッ
ク手動運転操作機能をもたせて、オペレータの人
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Fig.4  Procedure of the operation Fig.5  Mock-up and proof examination facilities



的負担を軽減することの効果も確認できるように
した。
　解体試験体を対象に解体装置による接近、把
持・切断、持上げ、移送、搬出など一連の動作を
行い、各部位に適した解体手順、運転操作・制御
であること、および解体試験装置が解体に要求さ
れる機能を十分持っていることを確証した（Fig.6
参照）。

３．２　切断減容装置
　放射化機器を処分するために処分容器への収納
サイズに切断、減容する必要性が生じる。切断工
法は熱的切断、機械的切断それぞれ様々な工法が
あり、切断対象に応じて取捨選択される。日本原
子力研究開発機構殿　�－����センター　物質・
生命実験施設に納入した切断装置（Fig.7参照）は、
二次生成物の発生量を極力減らすため、ハサミ方
式の切断機とし、主に直径９０ｍｍの多重配管を切
断するものである。１５）

　本装置はFig.8に示すようにハサミ状の機械的
切断装置で、切断しながら対象物を上下に送り出

して切断位置を変えるために、切断機を２基の把
持機と組み合わせて配置している。また装置全体
を旋回動作させる機能を持ち、これら把持・切断
機の向きを変え、切断対象の受け渡しを行う。
　切断するハサミは、Fig.9に示すように外側か
ら抱え込むように内側に絞って切り込んでいく動
作方式であり、切断対象物がハサミの外に逃げな
いようにした。取り扱う切断対象物の太さは６４ｍ
ｍから１００ｍｍの広い範囲を対象としているので、
把持する機構も切断ハサミと同様に内側に絞って
挟み込む方式として、形状�寸法に関係なく内側
の所定の位置で固定できるようにした

３．３　遠隔操作補助システム
　原子力分野の放射線環境におけるハンドリング
作業では、人が作業環境に立ち入ることができな
いため遠隔ハンドリング機器を使用する。
　形状認識技術を応用してハンドリング対象
（ターゲット）の位置、姿勢を特定してバーチャル
化する遠隔操作補助システムを開発した。５）オペ
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Fig.6  Dismantling examination using the plasma arc cutting

Fig.7  Cutting facilities

Fig.8  Handling and cutting mechanism

Fig.9  examination for cutting performance



レーターはバーチャル画面を見たい方向に合わせ
ることによって、マニピュレータなどの遠隔ハン
ドリング機器を容易に操作できるようになる。

（１）遠隔ハンドリング補助システムの概念
　遠隔ハンドリング補助システムの概念をFig.10
に示す。本システムはターゲットの位置、姿勢を
遠隔操作時に見る操作画面に表示し、マニピュ
レータのマニュアル操作に必須の画像、距離情報
を提供するものである。操作画面にはカメラの実
映像の他に作業環境（シーン）をバーチャルに表
現した監視画像を表示する。シーンは作業環境に
設置する距離センサーでターゲットを含む領域を
スキャンすることによって点群データとして得ら
れ、以下の特徴を持っている。
①　シーンは３次元情報（空間の３次元座標）
を持った点群で表現される。
②　シーンの中にあるターゲットの輪郭及びマ
ニピュレータの外形をコンピューターグラ
フィックス（��）で表現する。

③　シーンを見る視線は任意に移動させること
ができる。
④　マニピュレータ先端とターゲット等、距離
を知りたい任意の２点間を監視画面上でポイ
ンティングすることにより、その距離を得る
ことができる。

　オペレータは、現場に設置するカメラの実映像
と、上記の監視画面の両方が表示された監視・操
作画面を見てマニピュレータ等の遠隔操作機器を
操作する。操作画面のイメージをFig.11に示す。

（２）三次元形状認識、��表現の事例紹介
　Fig.12は、実験対象とした複数の積木を、カメ

ラ及び距離センサにて測定した図である。距離セ
ンサによる測定図は、約３０，０００個点の点群により
構成されており、このデータからターゲットとす
るモデルの形状認識を行う。認識すべきモデルの
一例をFig.13に示す。モデルの底面サイズは
５５��×１１０��である。１個のモデルに対し約
２，０００点について３次元的な特徴量を計算しておく。
　Fig.12に示したシーン３０，０００点の中から３次元
的特徴量の対応付けを行い、Fig.13に示したモデ
ルの位置、向きを特定し、��表現したた結果を
Fig.14に示す。測定結果を��表現することによ
る利点は以下の２点である。
①ターゲット全面の輪郭表示ができ、マウス操
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Fig.10  Remote handling assistance system

Fig.11  Image of monitoring, operation screen

Fig.12  Measurement data

Fig.13  The point clouds data calculated 
by the 3D-Model of the target



作によって任意の方向に視点移動が可能であ
る。これにより実際には測定できない側面の
映像を表現できるようになり、視覚的に的確
な状況をつかむことができる。
②測定データと認識結果を３次元情報として保
有しているので、任意の２点間を指定するこ
とにより、距離の算出が可能である。
　本研究では、これまでに形状認識技術を中心
に開発を行ってきて、シーンの中からター
ゲットを特定する段階にある。今後は、より
現実的な作業環境を想定して簡易で、使い易
いヒューマンマシーンインターフェイスとし
て発展させていく予定である。

３．４　炉内構造物試料採取装置
　原子炉を解体して生じる廃棄物は放射化レベル
に応じて分別処理し、廃棄物処分施設に保管され
る。原子炉本体の放射化レベルは、材質（成分割
合）、運転履歴等に基づく放射化計算・評価により
設定されている。放射化レベルは、解体方法、処
理・処分方法を決定する重要な前提条件であるた
め、実態に合わせたクロスチェックが必要になる
（Fig.15参照）。日本原子力発電㈱東海発電所殿に
おいて、原子炉本体の放射化計算・評価の精度向

上を目的に行われた炉内構造物からの試料採取作
業向けに開発した試料採取装置をFig.16に示す。（１４

　採取装置は炉内で切粉に加工する採取ツール
と、作業員が立ち入り可能な運転フロアから原子
炉内に採取ツールを吊り下ろす昇降装置・架台で
構成される。試料は小型ディスクソー、ドリル、
ホールソー等で採取対象の母材から切粉に加工し
た後、カプセルに吸引回収して炉外に取り出す
（Fig.17参照）。

３．廃棄物処理・処分

３．１　解体廃棄物の処理概要
　解体工事に伴い発生する解体廃棄物のうち放射
性廃棄物はすべて低レベル廃棄物に分類される。
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Fig.14  Example of ＣＧ

Fig.15  Radioactivation calculation, evaluation Fig.17  The sampling situation

Fig.16  Sampling equipment for reactor internal structures



低レベル廃棄物はさらに、廃棄物の放射能濃度に
応じて放射能濃度が比較的高いもの（以後、「Ｌ１
廃棄物」と呼ぶ）、放射能濃度が比較的低いもの
（以後、「Ｌ２廃棄物」と呼ぶ）、放射能濃度が極めて
低いもの（以後、「Ｌ３廃棄物」と呼ぶ）に分類される。
　原子力発電所の廃止措置で発生する固体廃棄物
は、１１０万��級軽水炉１基当たり、約５０万～５５万
㌧�と推定され、そのうち、低レベル廃棄物は約０．６～
１．２万�㌧�と推定されている。また、東海発電所の場
合、廃止措置で発生する固体廃棄物約１９万㌧ のう
ち、低レベル廃棄物は約２．３万�㌧�と推定されている。
　これらは、放射能濃度の区分や廃棄物の種類、
形状等の特性を考慮して、合理的かつ安全に処理
処分する必要がある。
　解体工事で取出された解体物は適切な遮蔽機能
を有する処分容器に収納し、モルタル充填など安
定化処理を行ない、処分場が要求する廃棄体の要
件を満足するための確認検査を行なった後、処分
場に搬出される計画である。
　解体工事では、解体環境や装置の制約等によ
り、処分容器に収納できるサイズに切断できない
場合や、異なる材質又は処分区分で構成される複
合部材を合理的に分離できない場合が考えられ
る。この場合、二次切断や分離・分別等の中間処
理が必要となるが、特に、処分場で受け入れられ
ない有害物等が含まれる場合にはこれらを分離す
る処理は必須となる。
　このほか、減容を目的とする圧縮処理、細断処
理ならびに溶融処理、汚染レベルの低減を目的と
する除染処理（解体後除染）も必要となる場合も
ある。この場合、新たな中間処理を追加すること
に伴う処理コストの増加と、従事者被ばく低減効
果や廃棄物処分の経済性（容積低減）とのバラン
スを勘案し適切な処理プロセスを選択することが
重要である。
　富士電機では、これまで日本原子力発電㈱殿か
らの委託により東海発電所の解体物及びその処理
に係わる調査・研究を推進してきたこと、また、
�����殿の解体廃棄物処理に係わる確証試験の
実施、日本原子力研究開発機構殿の廃棄物処理設
備の設計、核燃料サイクル施設等のマテハン設備
の納入実績等により廃棄物処理に係わる経験とノ
ウハウを蓄積している。

３．２　廃棄物処理技術
　東海発電所の廃止措置に伴って、大量の低レベ
ル放射性廃棄物が発生する。このうち、Ｌ１、Ｌ
２の黒鉛及び金属廃棄物等は容器に充てんした廃
棄体として処分されるが、処分費低減の観点から
これらの廃棄体の削減が重要となる。このため、
富士電機はＮＵＰＥＣ確証試験や日本原子力発電
殿の委託研究の中でこれらの廃棄体削減に向けた
廃棄物処理技術の推進を図ってきた。

（１）ＮＵＰＥＣ確証試験
①　黒鉛高密充てん技術
　黒鉛高密充てん技術は黒鉛ブロックを切断、破
砕して可能な限り容器に高密度に充てん固化し、
廃棄体数を低減するものである。本技術の確立に
向け、黒鉛破砕片がその粒径によって固化性能に
影響を及ぼすことから、先ず、模擬破砕片を用い
て５．３�の小型容器による固化性能を確認した。
その結果、粒径０～５０��の破砕片に振動を加え
ることにより良好な固化体が得られることが分
かった。６）また、破砕片を容器に収納する際には、
遠隔操作によって黒鉛ブロックが収納された容器
の隙間に充てんする必要がある。このため、模擬
破砕片を用いて遠隔充てん性能を確認した結果、
Fig.18に示す良好な充てん性を確認した。７）

　次に、Fig.19に示す部分容器モデルに実寸大の
黒鉛ブロックを収納した状態で、振動を加えなが
ら粒径０～５０��の黒鉛破砕片及びセメントペー
ストを注入させ、セメントペーストの先入量、破砕片の
装荷量及び振動に関する最適条件を確認した。そ
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Fig.18  Filling of crushed graphite into
containers by remote handling



の結果、黒鉛の収納率は容器換算で約７０％を達成
するとともに、脱型後に外観、断面観察を行い、
Fig.20に示す良好な固化体が得られ、空隙率１％
以下の廃棄体を製作できる見通しを確認した。６）、８）

②　金属ドロス充てん技術
　金属ドロス充てんは、放射性金属の熱的切断に
伴う二次廃棄物の金属ドロス（粒径０～２００��）
を金属廃棄物が収納された容器の隙間へ充てんす
る方法で、廃棄体数を低減するものである。ＮＵ
ＰＥＣ確証試験では、Fig.21に示すようなＧＣＲ
の炉内構造物のリフレクタープレートを模擬廃棄
物を対象とした充てん固化試験の結果、粒径１０～
２００��の金属ドロスは、前挿入による充てん固化

が可能であることを確認した。
　一方、固化が難しい粒径１０��以下の金属ドロ
スについは、これを細骨材として利用するための
小型容器によるドロスモルタル充てん試験の結
果、良好な充てん性が得られる配合条件を確認し
た。９）

（２）廃棄物の減容（圧縮等）
　東海発電所の廃止措置で発生する原子炉内構造
物のうち、円管又は円環状の金属構造物等は圧縮
による減容効果が期待できることから、実機を模
擬した試験体を製作し、１０００トンプレスによる金
属圧縮試験を行った。Fig.22は燃料チャンネル
ポットを模擬した試験体（外径２１６��×肉厚
１２．７��×長さ２００��）を用いて径方向に圧縮した
試験結果の一例を示したものである。
　プレス出力約４００トンで圧縮変形はほぼ平衡に
達し、さらに、プレス出力約９５０トンの圧縮終了時
に減容比３．７～３．８が得られることを確認した。本
成果は、日本原子力発電㈱殿からの委託調査研究
によるものである。
　廃止措置の経済性向上、環境負荷低減の観点か
ら廃棄体数量を合理的に低減することは重要な技
術課題である。富士電機では、解体工事工程との
整合性、廃棄体製作要件、経済性及び技術的成立
性を踏まえ、解体撤去物の最適な収納組合せ、最
適な減容方策等を考慮し、廃棄体数を合理的に低
減する方策について検討を行っている。

（３）民間基準整備に向けた対応
　Ｌ１、Ｌ２の黒鉛及び金属廃棄物等は第二種廃
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Fig.19  Partial model of graphite solidification substance

Fig.21  Model of metal dross solidification substance

Fig.20  Densely-packed graphite solidification substance

Fig.22  Experimental compression curve



棄物埋設規則第８条第２項に定められる技術上の
基準に基づいて、容器に封入または固型化した廃
棄体として製作される。これらの廃棄体の製作方
法については、日本原子力学会において民間基準
（日本原子力学会標準）として整備が進められてい
る。富士電機はこれらの民間基準整備に際して実
施された電力共通研究等に参画し、推進を図って
きた。

３．４　廃樹脂減容装置の開発状況
　原子力発電所の運転に伴い、施設の水処理系統
からは放射性廃棄物である使用済イオン交換樹脂
（以下廃樹脂と称す）が発生する。これら廃樹脂
は、浄化する系統によって放射性物質濃度が異な
り、放射能性物質濃度が比較的高い廃樹脂は原子
力発電所の敷地内に貯蔵され、放射能レベルが減
衰した後に処分される計画であるが、その貯蔵量
は年々増加を続けている。
　廃樹脂は、今後、規定の金属容器内にセメント
等で固化した「廃棄体」として地中に埋設処分さ
れる計画である。廃樹脂の「廃棄体」は、長期健
全性を確保する観点から、廃樹脂の安定化処理を
行った後に固化することが必要になるといわれて
いる。また、放射能濃度の高い廃樹脂は処分費が
高価であるため、コスト低減の観点から処分量を
減らすことが要求される。これらの要求を実現す
るためには、廃樹脂の減容と安定化の両方を同時
に満足できる処理技術が必要となっている。富士
電機では、このような要求に応える技術として減
圧酸素プロセス（�������		
�����
��������		）
とその装置の開発を続けている。����処理は、
低レベル放射性廃棄物である廃樹脂の減容処理と
安定化処理が同時に実現可能な技術である。

　減圧酸素プロセス処理とは、数���の減圧酸素
雰囲気で生成する低温酸素プラズマの活性とヒー
タ加熱を組合せることによって、難燃物に対して
制御された燃焼と酸化分解の処理を行う方法であ
る。供給ガスは酸素だけなので排ガスが少なく、減
圧下で処理を行うため高い反応効率が期待できると
いう特徴がある。Fig.23に����装置の概念を示す。
　また、����技術を搭載した実規模試験装置の
外観をFig.24に示す。実規模試験装置は、口径約

８００��、高さ約１０００��の減圧処理容器をそなえ
ており、直径約φ６５０��の樹脂を加熱するための
ステージを内包し、２０���－��日の処理能力を持
つ。また、処理容器を減圧する真空ポンプと酸素
ガス供給系が接続される。処理容器上部には、プ
ラズマ生成のための高周波電源が接続された誘導
コイルが石英製窓を介して大気圧側に設置されて
いる。
　これまでに、実廃樹脂の持つ主要成分を非放射
性成分で模擬したイオン交換樹脂を使った処理試
験や管理区域に持ち込めるようスケールダウンし
た小型試験装置による実廃樹脂処理試験１０）、１１）、処
理後の灰化樹脂のセメント固化試験１２）や灰化樹脂
中の成分調査１３）による埋設処分に向けた����処
理の適用性評価を行い、以下の結果を得ている。
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Fig.23  Conceptual Diagram of the LPOP system

Fig.24  Exterior View of Fuji Resin Reducer



①����処理によって、有機樹脂であったイオ
ン交換樹脂は１�２０以上に減容されるととも
に、炭素や水素、イオン交換基成分の窒素や
硫黄成分が分解排出されて無機化した「灰化
樹脂」となる。
②イオン交換樹脂に吸着されていたイオンは、
「灰化樹脂」においては、遷移金属イオンは酸
化物となり（９０％以上）アルカリ金属は硫酸
塩となる（７０～９５％）。
③「灰化樹脂」はセメントと容易に混合し、硬
化する。系統成分を模擬した「灰化樹脂」の
混合率を３０��％以上としてセメント固化し
ても固化体の一軸圧縮強度は告示の規定を満
足できることを確認している。１３）

　上述の評価結果等から、����処理は埋設処分
に向けた減容と安定化の両方を満足できる処理と
して有効な技術であると考えている。
　����技術を搭載した処理装置���（�����
���������	
��）は、耐火物が無く小型コンパクト
な装置なので、処理容量や設置場所に合わせたフ
レキシブルな設備供給ができる。現在我々は、本
装置の小型である特長を活かした移送、設置性に
優れた「トランスポータブル」なシステムの開発
を進めている。トランスポータブルシステムユ
ニットの例をFig.25に示す。
　富士電機では、����技術とこの技術を活かし
た���の開発を続けている。����処理は、低レ
ベル放射性廃棄物である廃樹脂の減容処理と安定
化処理が同時に実現できる技術である。また、そ
の装置は、耐火物が無く、小型コンパクトな装置な
ので、処理容量や設置場所に合わせたフレキシブ

ルな設備供給ができる。富士電機では、今後の、高線
量廃樹脂処理への適用に期待できると考えている。

４．放射能評価技術

　解体工事に伴い発生する解体廃棄物は、事前に
その放射能濃度が評価され、廃棄体として申請
後、認可を受ける必要がある。現在、この廃棄体
の放射能評価方法のガイドラインが日本原子力学
会の標準の一環としてまとまりつつある。
　富士電機は、東海発電所の運転停止前から原電
殿への技術協力の一環として原子炉まわりの放射
能濃度分布や照射中性子フルエンス率の測定等を
実施するとともに、放射化計算手法の確立のため
の検討を行ってきた。
　日本原子力学会の標準策定に際しても、分科会
に参画し、東海発電所特有の黒鉛部材の放射化放
射能を評価するための手法を提案している。併せ
て、炉内に残存している制御棒等の運転中廃棄物
をはじめ炉内構造物の放射能評価を実施してい
る。
　本稿では、東海発電所に特徴的な廃棄物である
黒鉛減速材や黒鉛反射材の放射能評価手法を紹介
する。

　埋設する廃棄体中の放射性核種濃度の決定方法
としては、６種類の方法が原子力安全委員会にお
いて示されている。
・非破壊外部測定方法
・スケーリングファクタ法
・平均放射能濃度法
・理論計算法
・廃棄体破壊分析法
・原廃棄物分析法

　これらのうち、余裕深度処分対象の廃棄体につ
いては、放射化による放射能が主であること、非
破壊外部測定による精度が低くなることから、放
射化計算による理論計算法による計算で評価でき
るものとされている。理論計算法のうち、親元素
組成、中性子フルエンス率、照射履歴等の計算パ
ラメータの変化により得られる複数の計算結果の
統計処理により平均、最大を求める方法（「複数の
計算結果から計算する方法」）として黒鉛減速材を
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Fig.25  Example of Transportable unit



対象として計算した結果を示している。
　Fig.26に放射化計算の流れを示す。
　黒鉛減速材の計算結果として、主要な親元素で
ある窒素（�）の微量分析結果から�の組成のば
らつきから求められる�－１４濃度の複数の計算の
例をFig.27に示す。
　Fig.27の計算結果では中性子フルエンス率は炉
内の最大値を、照射履歴は東海発電所の試運転か
らの運転履歴を用いた。
　次に、Fig.28に実測された�－１４の放射能濃度と
計算結果との比較を示す。

　Fig.28より、放射化分析結果に基づく実測結果
では、炉内の中性子フルエンス率の相違も考慮し
た結果となっており、理論計算法によりそのばら
つきをよく再現していることがわかる。
　以上のように、富士電機では、解体廃棄物の廃
棄体申請に向けた放射能評価手法の検討を実施す
るとともに、評価精度を向上するための評価方法
の改善・改良を実施していく計画である。

５．おわりに

　以上述べてきたように、当社は関係各位のご指
導を頂きながら原子炉施設に必要な各技術分野に
ついて、技術開発ならびに関連する確証試験、設
計研究等を行なってきた。また、これらの開発技
術が実際の廃止措置現場で活用されているものも
ある。
　当社は東海発電所の原子炉本体解体を中心とす
る本格廃止措置工事（第３期工事１４））の計画から、
解体、廃棄物処理・処分に至るまで全体を見据え
た安全かつ合理的な計画策定、工事の効率的な進
行、リスク低減に資する技術開発に取り組んでい
く考えである。

謝　辞
　ここに紹介しました、弊社の技術開発は、日本
原子力発電㈱殿、旧原子力発電技術機構殿、日本
原子力研究開発機構殿はじめ多くの機関のご指
導、ご協力のもとで実施いたしました。関係者の
皆様方には深く感謝いたします。
　最後になりましたが、この度の東日本大震災に
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Fig.27  Example of C-14 Calculation Activity

Fig.26  Flow of Activation Calculation

Fig.28  C-14 Calculation / Analytical Activity



より被災されました方々には心よりお見舞い申し
上げますとともに、一刻も早い復興と再生をお祈
り申し上げます。
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１．はじめに

　日本原子力研究開発機構（以下、原子力機構と
いう）では、事業の合理化及び効率化を図るため、
使命を終えた施設、経年化が進んだ施設について
は、計画的に廃止措置を進めることとしている。
廃止措置の実施に際しては、測定・除染・解体技
術を組み合わせ、十分な実施計画を練り、解体工
法、費用、工期、作業被ばく、廃棄物発生量等を
評価する必要がある１）。この評価に際しては、廃
止措置の対象施設によって、解体・撤去対象物の

表面線量率、汚染形態、材質、寸法などが異なる
ことから、個々のケース毎に最適な手順、方法、
作業管理を幅広く検討する必要がある。特に除
染・解体時における作業者の内部及び外部被ばく
対策、包蔵性の管理、二次廃棄物の低減化対策は
重要となる。
　原子力機構　大洗研究開発センター　環境保全
部　環境技術課（以下、環境技術課という）にお
いては、１９８６年頃（当時、動力炉・核燃料開発事
業団　大洗工学センター　環境技術課）から廃止
措置に適用する測定・除染・解体技術の開発に取
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＊：（独）日本原子力研究開発機構　大洗研究開発センター　環境保全部　環境技術課
　　（�������	���
�������
������������������������	�
���	����
�����	�������������������	
�����
����	����	����������������	�
���
��
������（����））

　日本原子力研究開発機構では、事業の合理化及び効率化を図るため、使命を終えた施設、経年化が進ん
だ施設については、計画的に廃止措置を進めることとしている。廃止措置は、施設の種類や解体対象物の
特徴を考慮し、測定・除染・解体技術を上手く適用し、安全かつ経済的に実施する必要がある。本報告で
は原子力機構　大洗研究開発センター　環境保全部　環境技術課で開発した測定・除染・解体技術につい
て紹介する。
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廃止措置に適用する測定・除染・解体技術
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り組んできた。本報告においては、これまでに環
境技術課において開発した技術について紹介する。

２．測定技術

　廃止措置における測定技術は、解体作業の計画
時、解体物の区分時に必要となる。
　解体作業の計画策定にあたっては、作業者の放
射線防護を図るため、解体対象物中の表面線量
率、放射能インベントリー及び放射能分布を定量
的に推定することが重要となる。また放射性廃棄
物の発生量の低減を図り、廃止措置に係る費用低
減を図るため、クリアランスレベル以下のものである
かどうかを区分するための測定技術も重要となる。

２．１　放射線の可視化
　解体作業の計画段階においては、放射線測定に
係る作業被ばくを軽減するため、解体対象物に対
して遠隔から迅速に線源位置（汚染密度が高いポ
イント）を特定し、かつ可視化する技術が必要で
あり、このための測定装置として「放射線映像化
装置（���）」を開発した。
　���は、１９８６年に２００���以上のエネルギーのγ
線を対象にした１号機を開発して以来、２４１��等
の低エネルギー核種を対象とした２号機、セル内
の汚染分布を測定する３号機を開発した。
（１）測定原理と機器構成
　���の測定原理は、指向性を持つγ線検出器及
び距離計を測定対象物に対して走査し、得られた
放射線計測情報（計数率）及び距離情報から１，５００
～９，０００画素で構成される放射線分布画像を１０段
階に色分けし、それを���カメラで撮影した��
画面上で合成し映像化するものである２）。３号機
を例に機器の構成を説明すると、Fig.1及びFig.2
に示すとおり���は、γ線検出器（���（��）���）、
���及びこれらの駆動装置等からなる検出部本
体、放射線情報等のデータを処理するパーソナル
コンピュータ並びに画像の合成・記録・プリント
を行う映像関連機器からなるデータ処理部、検出
器とデータ処理部の間に信号変換器、多重伝送ユ
ニット及びインターフェイス等を組み込んだ中継
ボックスの３種類のハードウェア及びデータ処理
用ソフトウェアからなる。そして、セルの天井に

設けられている搬出用ポートを利用し、検出部本
体を吊り下げて、セル内の汚染分布を把握するこ
とができる３）。
（２）装置性能
　放射線計測に係る指向性を高めるため、���の
検出部には、しゃへい厚さ４��のタングステン
製のコリメータが取り付けられている。しかし、
γ線による場の空間線量率がかなり高い場合に
は、コリメータの開口部から入射するγ線としゃ
へいを透過して入射したγ線とを分別することが
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Fig.1  Detector of Radiation Image Display(RID) (type 3)

Fig.2  Setted  up the RID (type 3) at Cell Port



難しくなる。
　これまでに実施した���による測定では、Fig.3
に示すように１３７��を主要核種とする核燃料施設
において、���の設置場所での空間線量率が数百
μ����で、測定対象物の表面線量率が数１０μ
����という条件で線源位置を特定することがで
きた。また、Fig.4に示すように６０��等を主要核種
とする原子炉施設においては、���の設置場所で
の空間線量率が数�����で、測定対象物の表面線
量率が１０�����程度という条件で線源位置を特定
することができた１）。

（３）現在の状況
　現在���は新たな開発は実施していないが、廃
止措置を実施する施設の環境に応じてコリメータ

のしゃへい厚さや形状を設計し、新規に製作する
ことにより、廃止措置計画策定時に用いる測定装
置として利用することが可能である。また、耐放
射線���を採用することにより高線量下での測
定も可能となる他、当時と比較しコンピュータの
性能も格段に進歩しており、データ処理能力向上
による測定時間の短縮も期待できる。

２．２　クリアランス測定
　原子炉施設の廃止措置に伴い発生する解体物に
は、放射性廃棄物として取り扱う必要のないクリ
アランスレベル以下となるものが多く含まれ、こ
れらを適切に区分・分類することにより放射性廃
棄物の発生量を低減させ廃止措置全体におけるコ
ストの低減を図ることができる。また、クリアラ
ンス対象物を適宜、管理区域から一般区域に搬出
することにより、装置・機器の解体撤去に必要な
スペースを確保するなど、作業の効率化が期待で
きる。
　環境技術課においては、大洗研究開発センター
内にある重水臨界実験装置（以下、���という。）
の廃止措置における第３段階（原子炉本体の解体
撤去）で発生する金属類約８０�の測定に用いるた
め、２０１１年にクリアランス測定装置を製作した。
Fig.5にクリアランス測定装置の外観を示す。
（１）装置概要
　本装置は、γ線測定により６０��の放射能濃度を
測定・評価し、全放射能濃度に対する６０��の寄与
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Fig.3  Example of  Measurement at Nuclear fuel facility

Fig.4  Example of  Measurement at
Nuclear reactor installation Fig.5  Clearance Level Measuring Instrument



率（本装置とは別に測定・評価した既知の値）か
ら６０��を除く他の核種の放射能濃度の評価を行
う。これにより得られた核種毎の放射能濃度（�）
及び「放射能濃度についての確認等」に関する規
則に定めるクリアランスレベル（�）の総和（∑
���）が１以下となることを確認してクリアラン
スの可否を判定する。
　また、測定対象物の表面密度を測定し、管理区
域からの搬出基準を超えないことを確認し、搬出
の可否の判定も行う。
（２）装置の構成
　本装置は、専用台車を用いて手動にて測定対象
物を放射線測定部に移動させ、測定終了後に台車
を取り出す構造になっている。また、本装置は放
射線計測部、駆動部及び計算機部から構成され
る。放射線計測部はγ線用の大型���検出器１台
及びβ線用のプラスチックシンチレーション検出
器１台からなる。駆動部は前述した専用台車、
���検出器を��方向にスキャンする２軸ロボッ
トからなり、専用台車に乗せられた測定対象物を
��軸それぞれ１００��毎に分割し、分割された
１００��角のエリア（以下、セクタという）の中心
に検出器（���及びプラスチックシンチレーショ
ン検出器）を移動させ測定を行う。セクタ数は７０
であり、セクタ毎にデータを収集する。計算機部
は専用ソフトがインストールされたパーソナルコ
ンピュータ、ディスプレイ、プリンタ及び駆動部
用コントローラから構成され、測定結果をもとに
評価・解析しクリアランスの可否及び管理区域か
らの搬出の可否を判定するとともに駆動部の制御
を行う。
（３）装置の性能
　本装置により１回に測定できる測定対象物の重
量は１００��以下であり、寸法は幅７００��以下×奥
行１，０００��以下×高さ５��以下である。また１
回の測定に要する時間は１２０分である。
　現在、本測定装置は模擬測定対象物（材質及び
形状を模擬した既知の線源を取り付けた試験片）
を用いた性能確認試験を実施中であり、測定値と
真の放射能量値とを比較し、十分な安全裕度を有
することを確認している。

３．除染技術

　除染技術は、表面にルーズに付着する汚染であ
るか、強固に固着する汚染であるか、母材表皮の
ごく薄い層に侵入した汚染であるかといった汚染
形態に対応して適用することが重要である。ま
た、解体・撤去に係る作業被ばくを低減するため
の除染であるのか、廃棄物の区分を変更させ処分
に係る負担を軽減させるための除染であるのかに
よっても適用すべき技術は変わってくる。
　しかし、いずれの場合においては、二次廃棄物
の発生が少なく、その処理・処分が容易であり、
かつ除染性能が高いものが求められる。

３．１　ドライアイスブラスト除染
　大洗研究開発センター内にある固体廃棄物前処
理施設（以下、���という）において、高線量
固体廃棄物の除染設備として従来からドライアイ
スブラストを用いている。
（１）ドライアイスブラストの特徴
　ドライアイスブラストは、ドライアイスのペ
レットをノズル先端から除染対象物に噴射し除染
するものであり、噴射後のドライアイスが昇華す
ることにより二次廃棄物の発生を極めて少なくで
きる特徴を有している２）。金属や砂等のブラスト
と比較すると除染性能は劣るものの、ドライアイ
スのペレットを噴射する空気の圧力を高めるこ
と、ドライアイスペレットをフィードする割合を
高めることにより除染効果を高めることが期待で
きる。
（２）ドライアイスブラストによる除染
　ブラスト除染全般の課題であるが、除去した汚
染が周辺に飛散することから、それを上手く回収
する方法についても検討する必要がある。そこで
���では、除染フードシステムを組み合わせる
ことを考案した。
　除染フードシステムは、フード本体、ダストコ
レクタ、ブロアーで構成され、除染に伴い発生す
るダスト、ミスト及び剥離物を回収する。また除
染効果を高めるため、噴射ノズルの角度は±１５°
の範囲で可変することができ、廃棄物を乗せる
ターンテーブルを最大２０���で回転させることが
できる。
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　除染フードシステムを組み合わせたドライアイ
スブラストの概略図をFig.6に、���のセル内に
設置した除染フードシステムの写真をFig.7に示す。
　本システムを用いた除染試験では、表面線量率
が数�����～１６０�����の容器類、工具、マニプ
レータの手首等の単純形状や複雑形状の１２体の実
廃棄物を用い、圧縮空気の流量が６�３����、ドラ
イアイスペレットの噴射量を５���２．５���の条件
で繰り返し噴射し、除染効果を確認した。その結
果、容器や工具といった単純形状物７体について
は５００μ����未満（���において低線量廃棄物に
仕分ける基準）にすることができ、最大１００の��
を得た。しかしマニプレータ手首等の残り５体の
複雑形状物では５程度の��しか得られなかっ
た。また、剥離した汚染等については除染フード
システム外に飛散してなかったことを確認した４）。
（３）除染技術の応用
　（２）の試験結果に示すように、ブラスト除染

は、ブラスト材が入り込めない狭隘部分を有する
複雑形状物には不向きであるが、除染対象面を露
出させるような前処理を施すことができれば適用
範囲の拡大が期待できる。
　また、逆に施設内の床や壁等といった広い平滑
面を除染することは得意であり、ドライアイスを
噴射してすぐに吸引回収するシステムを考案する
ことにより、剥離した汚染物を飛散させることな
くスピーディに除染することが可能となる５）。環
境技術課においては、剥離物及びショットしたド
ライアイスを飛散させず吸引回収することが可能
な２種類（ワイドタイプ及びスポットタイプ）の
吸引ドライアイスブラストノズルを開発した。

３．２　レーザ除染
　物質表面にレーザ光を照射すると、表面物質を
急速に加熱して、溶融又は蒸散させることができ
る。このため、レーザ光はセラミックやポリマー
の微細加工、各種薄膜の生成、電子回路のリペア
リング等に応用されている。このような急激な加
熱による溶融又は蒸散作用は、金属表面の除染に
適用することができる。
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Fig.6  Decontamination Hood System and Dry Ice Blast

Fig.7  Decontamination Hood System in Cell Fig.8  Suction Type Dry Ice Blast System



（１）レーザ除染の特徴
　レーザ除染は、照射用のノズル（以下、ノズル
という）から金属にレーザ光を照射することによ
り表面が加熱され溶融又は蒸散し、同一ノズルか
ら噴射されるアシストガスの圧力により除去する
ものである。このため、媒体を使用しない乾式の
プロセスであることから二次廃棄物の発生が極め
て少なく、レーザ光は多関節ミラーやガラスファ
イバ等による伝送が可能であり遠隔操作性に優れ
る等の特徴を有している６）。
　しかし、溶融又は蒸散されたものが再び表面に
付着したり、溶融したものが除去しきれずに溶融
堆積物として残り、汚染がこの溶融堆積物中に取
り込まれ高い除染効果が期待できない等の課題が
あった。
（２）レーザ除染技術の開発
　環境技術課においては（１）に示した課題を解
決し、高い除染性能が得られるよう１９９４年頃から
２００２年頃に渡りレーザ除染技術の開発に取り組ん
だ。
　開発に際しては、各種レーザ発振器（��２レーザ
（連続モード、ノーマルパルスモード）、��レーザ
（連続モード）、���レーザ（連続モード、ノーマ
ルパルスモード、�スイッチパルスモード）、���
レーザ（短パルスモード））から金属表面の除去に
最も適したレーザ発振器と発振モードを選定する
とともに、溶融及び蒸散物の除去に最適なアシス
トガスの選定とノズル形状の設計を行った。
　その結果、���レーザ（ノーマルパルスモー
ド）を用い、アシストガスには不活性で比重が大
きいアルゴンガスを用いることにより金属表面を
より深く除去でき、かつ溶融及び蒸散物の再付着
や溶融堆積物の残存を小さくできることを確認し
た。またFig.9に示すようにアシストガスのガス
圧の中心がレーザ光の走査方向の後方となるよう
にノズルの中心軸とレーザの光軸をわずかにずら
すことにより、溶融堆積物が発生する方向を走査
方向前方のみに生じさせることができ、溶融堆積
物を残存させずに除染できることを確認した６）。
　これらの知見を基に製作したノズルをFig.10に
示す。
（３）レーザ除染の性能
　実際の放射性廃棄物に対する除染性能を確認す

るため、腐食生成物（��）が深層部まで浸透してい
ると推測される主要核種が６０��の放射性廃液を移
送する配管を試験片（表面密度が１～２０������２）
に用いて、���レーザの照射エネルギー密度を
０．７４�����２（レーザのパルス速度６０��、ノズルの
移動速度６０������、装置出力４４０�）の条件で除
染試験を実施した。
　除染試験の実施状況をFig.11に示す。
　試験の結果、１つの試験片に対して２回レーザ
を照射することにより、試験片の表面を０．１５��
程度除去することができ、全ての試験片について
��レベルにまで除染することができた。また、
このとき最大２，１００の��を得た６）。
　除去深さと計数率との関係をFig.12に示す。
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Fig.9  Structure of Laser Decontamination Nozzle

Fig.10  Laser Decontamination Nozzle



（４）除染技術の応用
　除染試験に用いた���レーザの発振器は、
４４０�のものであったが、現在では１０��級のもの
も開発されており、照射エネルギー密度を
１．５�����２とした場合、レーザのパルス速度を
９００��にまで向上でき、このとき除染速度を１�２

��まで向上させることが期待できる。
　また、���レーザは解体にも有用な技術であ
り、照射条件やノズルを交換することにより除
染・解体の両方に利用することができ、廃止措置
における解体撤去作業の合理化を図ることが期待
できる６）。

４．解体技術

　廃止措置における解体対象物の形状、寸法、材
質等は多種多様であり、効率的に解体するために
は、既存の切断技術等を応用することや、複数の
技術を組み合わせること、また場合によっては新

しい技術を新規に開発することが必要である。
　解体撤去作業に適用する解体技術は、ガス切断
やプラズマ切断等に代表される熱的切断技術とせ
ん断や切削等の機械的切断技術に大別される。こ
れらは主に金属を対象とした切断技術であるが、
廃止措置への適用を考えた場合、金属ばかりでな
く、耐火レンガやコンクリートといった非金属の
切断、ゴムライニングが施された��材の切断等
も検討する必要がある７）。また、高線量下の作業
エリアにおいては、解体技術の遠隔化についても
検討する必要がある。
　本報告では、金属及び非金属ともに切断が可能
なプラズマジェット切断、ゴムライニングが施さ
れた��材の切断に適用が可能なアブレイシブ
ウォータージェット、被ばく低減対策に有用な遠
隔解体技術について紹介する。

４．１　プラズマジェット切断
　ブラズマジェット切断は、Fig.13に示すように
トーチ内の陰極と切断対象物間の放電により発生
する高温プラズマにより切断を行う従来のプラズ
マアーク切断とは異なり、トーチ内の陰極とノズ
ル先端部の間で放電を行い高温のプラズマを発生
させ切断を行うものである。
　環境技術課においては、１９９０年頃から１９９６年頃
に渡りプラズマジェットトーチに関する開発を実
施しており、熱的条件が厳しくなるトーチのノズ
ル部の材質を��－��合金にすること、ノズル径と
拘束部の長さの比を３．０にすることにより、市販
のプラズアークのトーチと同等の寸法及び重量、
操作性並びに耐久性を有するプラズマジェット
トーチを完成させた８）。
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Fig.11  Situation of Laser Decontamination

Fig.12  Performance of Laser Decontamination

Fig.13  Plasma Cutting Method



　本プラズマジェットトーチを用いた切断試験に
おいては、���材及び耐化レンガともに４５��の
厚さまで切断することができた。また、高温プラ
ズマの熱衝撃作用を用いると１５０��厚の耐化レン
ガも破砕することができた９）。
　���材及び耐化レンガの切断状況をFig.14に
示す。

４．２　アブレイシブウォータージェット
　酸やアルカリを貯留する貯槽類には腐食対策と
して内面にゴムライニングを施しているものがあ
る。ライニングに使用しているゴムが不燃あるい
は難燃性のものであれば、プラズマジェツト等の
熱的切断が適用できるが、ゴムが可燃性であった
場合には、熱的切断はもちろん、機械的な切断で
あってもチップソーやディスクグラインダーのよ
うに高速に回転するものは発火する可能性がある
ため使用できない。このような場合には、アブレ
イシブウォータージェットを用いるのが効果的で
ある１０）。
　アブレイシブウォータージェットは高圧水（２００
～３００���）を鋳鉄グリッド等のアブレイシブと
ともに噴射させ切断する技術であり、前述した
チップソーやディスクグラインダー、またシャー
等のせん断装置と比べ反力が非常に小さいという
特徴を有する。また切断に使用する水や鋳鉄グ
リッドが二次廃棄物として発生するが、他の機械
的切断方法でも切削油が二次廃棄物として発生す
るとことから、処理・処分に係る負担はそれほど
大きくないと言える。

　環境技術課においては、２０００年にアブレイシブ
ウォータージェットを用いたゴムライニング鋼板
（��４００材）の切断試験を実施している。
　試験に用いたゴムライニング鋼板は��４００の厚
さが６��、ライニング用ゴムの厚さが５��のも
のであったが、水圧が約３００���、アブレイシブ
供給量が０．４������、スタンドオフが２～２０��に
変化するという条件で３００������の速度で切断
できることを確認した１０）。
　Fig.15にアブレイシブウォータージェットによ
る切断状況を示す。

４．３　遠隔解体技術
　解体技術の開発に際しては解体対象となる施
設・設備の複雑な配置等にも対応可能なよう考慮
する必要があり、また作業被ばくの軽減からロ
ボット等との組み合わせによる自動化及び遠隔操
作技術の適用も不可欠である。
　これに対しては、ロボットあるいはマニプレー
タが、解体治工具の搬送と解体対象物への取り付
け取外しの作業を受け持ち、解体治工具が解体対
象物に取り付けられた後は、解体治工具が単独で
作業を行うという方法が有効である。環境技術課
においては、ロボットやマニプレータでハンドリ
ングできる配管用の切断ツールとして「メタル
ソーツール」と「プラズマ切断ツール」を開発し
た。
　メタルソーツールは、４．９����２以上のクラン
プ力で切断対象物である配管を把持、固定し、ツー
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Fig.14  Plasma Jet Cutting
（Cutting of SUS and Refractory Brick）

Fig.15  Abrasive Water Jet
(Cutting of Rubber Lining Steel Board)



ル内に設けた回転刃の押しつけ機構により、配管に
回転刃を押し付けながら０．３������の回転速度
で２０�（外径：２７．２��φ）～５０�（外径：６０．５��φ）
の配管を自動で切断する装置である１１）。Fig.16に
メタルソーツールによる配管の切断状況を示す。
　一方、プラズマ切断ツールも４．９����２以上の
クランプ力で４０�（外径：４８．６��φ）～１００�（外
径：１１４．３��φ）の切断対象の配管に把持、固定
することができる。本ツールにはプラズマトーチ
が備わっており、回転速度２～３０������（プラズ
マトーチ先端の周方向の移動速度）の範囲で可変
でき、自動で配管を切断することができる１１）。
Fig.17にプラズマ切断ツールによる配管の切断状
況を示す。

５．あとがき

　環境技術課において開発した廃止措置に適用す
る測定・除染・解体の各要素技術について紹介し
た。
　実際の廃止措置においては、施設の種類、解体
撤去対象物の特徴を考慮し、コストの低減や効率
化、廃棄物の発生量の低減、作業被ばくの低減を
図る必要がある。
　コストの低減や作業の効率化の面では、レーザ
光のように除染と解体の両方に用いることができ
るツールを開発することも有用である。
　廃棄物の発生量の低減では、放射性廃棄物でな
い廃棄物と放射性廃棄物との区分、放射性廃棄物
のうちクリアランスレベル以下となるものの区分
を適正に行うための測定技術を開発すること、除
染作業における二次廃棄物の発生抑制や効果的な
回収、安定処理に関する技術開発も重要である。
　また、廃止措置のどの段階においても、作業者
の被ばく低減を図ることは重要であり、ロボット
やマニプレータ等の遠隔技術は、測定及び除染技
術とも組み合わせ利用する必要がある。
　今後の廃止措置に備え、適用すべき測定・除染・
解体等の要素技術を開発して行くことは大変重要
である。しかし、技術開発には相当の費用と期間
を必要とすることから、経済性や時間的制約を受
けるケースにおいては、既存の技術を上手く応用
することや、複数の技術を上手く組み合わせるこ
とにより対応を図ることが重要である。
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Fig.17  Plasma Cutting Tool
(Cutting of SUS Pipe)

Fig.16  Metal Saw Tool
(Cutting of SUS Pipe)
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Radioactive Waste Management and Nuclear Facility De com mis sion ing 
Technology Center （RANDEC） has contributed to the establishment of 
decommissioning technology, and pro mot ed the investigation on radwaste 
treatment and disposal business in clud ing selection of disposal places for 
radwaste from RI fa cil i ties, institutes etc.

The capability and service of RANDEC are ;

to implement decommissioning research, development 
and investigation.

to provide technical information on de com mis sion ing.

to train for decommissioning.

to investigate radwaste treatment and disposal busi ness 
in clud ing site selection of disposal place for radwaste 
from RI facilities, institutes etc.

to inform and enlighten the public about de com mis sion-
 ing and radwaste treatment and disposal busi ness.

������は�原子力施設のデコミッショニング
�廃止措置�技術の確立をめざした活動及び���研究
所等廃棄物の処分地の立地等処理処分事業に関する
調査等を行っています�

事業の内容

デコミッショニングに関する試験研究�調査を行います�

デコミッショニングに関する技術�情報を提供します�

デコミッショニングに関する人材を養成します�

���研究所等廃棄物の処分地の立地等処理処分事業に
関する調査等を行います�

デコミッショニング及び ���研究所等廃棄物の処分地の
立地等処理処分事業に関する普及啓発活動をします�
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巻 頭 言：線源の管理と被ばく経路の管理
特　　集：東日本大震災・福島第一原子力発電所事故からの

復興への展望（座談会）
技術報告：チェルノブイリ事故後管理：チェルノブイリ原

子力発電所 4号炉の環境的安全状態への改造
富士電機の原子炉廃止措置技術
廃止措置に適用する測定・除染・解体技術


